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第３期基本計画と分野別推進戦略の策定を受け、科学技術政策は新たな実

行の段階に入る。５カ年間の政府研究開発投資総額規模「２５兆円」に込め

られた国民の期待に応えるためには、総合科学技術会議は、策定された計画

や戦略のフォローアップはもとより、時代の要請に応えたスピードを持った

改革に取り組まなければならない。日本経済の成長力・競争力強化に貢献し、

社会・国民に支持され、成果を還元する科学技術政策を実行に移すため、今

後は以下の骨太の方針で臨む。 

 

１．「選択と集中、戦略性の高い研究開発投資」の実現に向けて 

 科学技術は明日への投資であり、政府全体としてその効果的投資を行っ
ていくことが必要である。各府省が、その所管行政を効果的に進めるた

めの科学技術の役割を再点検し、科学技術関係予算の比重を高めていく

ことを求める。 

 各府省に、基礎研究の推進と政策課題対応型研究開発における分野別推
進戦略の具体化（特に、戦略重点科学技術への資源の重点配分の確実な

実施）を両輪として取り組むことを求める。 

 資源配分方針においては、課題の網羅的列挙を避け、優先すべき重点課
題を鋭角的に掲げる。制度的な予算についても改革の具体化を各府省に

明確に指示し、ＳＡＢＣ付けに適切に反映させる。 

 以上を基本として、これまでの資源配分方針、ＳＡＢＣ付けの改革を図
り、第３期基本計画を本格軌道に乗せる。 
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２．スピーディな改革着手と実行 

第３期基本計画は日本の科学技術発展のための総合的な施策を打ち出し

た。各府省は基本計画に沿って所管における施策の着実な推進を図るべきで

ある。 

総合科学技術会議は２００６年の最重点事項として、当面、次の３点を中

核に据え、早急に行動を開始することとする。これらの取組を通じて、科学

技術政策全体について、計画－実行－評価－改善のサイクル（ＰＤＣＡ）に

よるフォローアップ強化の定着を図る。 

 

 研究競争力の強化とイノベーション創出 

・ 「モノから人へ、人重視の政策の実現」を目指し、名実ともに世界的

な研究者が集う世界トップクラスの研究拠点の実現に向けた施策の

具体化を各省に求める。 

・ 大学の競争力を強めるための予算配分としては、先ず競争的資金の拡

充が不可欠である。また、大学の基盤的資金（運営費交付金等）の透

明性を高める取組を担当省に求めるとともに、研究競争力強化のため、

基礎研究の多様性と継続性に配慮しつつ、競争的資金による支援策へ

のシフトを含め両者の最適な組み合わせについて検討を行う。 

・ 世界の一流大学は研究者だけでなく優秀な学部学生に至るまで優れ

た人材獲得の世界的大競争を展開している。高等教育機関としての大

学の競争力強化のため、このような人材を世界中から惹き付けるため

の検討を担当省に求める。 

・ 若手、女性、外国人等の多様な優れた人材の活躍の場の拡大に向け、

定量的な目標を明確にした効果的な取組の強化を各省に求める。 

・ 各省にイノベーション創出能力の強化に係るこれまでの取組を総点

検し、各省の間の縦割り的な障壁の除去、各省連携によるイノベーシ

ョン創出の具体化、競争に耐え柔軟な思考ができる世界に通用する人

材の創出策等の抜本的改革策の策定を求める。 

・ 上記の取組と並行して、研究開発投資により社会的価値・経済的価値

の創造に結びつくイノベーション創出による我が国の競争力強化の

ための総合的な戦略を早急に策定する。 
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 制度改革 

・ 科学技術振興を取り巻く制度・運用面での隘路の解消（人材の流動性

の向上、女性研究者・外国人研究者の活躍促進、我が国治験の促進、

公的部門における新技術の活用促進等）のため、個別課題毎に検討し

解決に導くための工程表を早急に策定する。 

・ 研究費の無駄遣いの防止やデータ捏造などの不正行為の撲滅に向け

た取組を進める。 

・ １７年度から開始した法人活動の把握・所見の公表への取組を強化し、

各法人の改革への取組を加速する。 

 

 国民理解 

・ 国民の科学的理解を高めることは、科学技術創造立国の基盤としてと

りわけ重要であり、効果的な施策を即実行に移しつつ、政府一丸とな

った戦略を早急に策定する。 

・ 小・中・高等学校等における理数教育の抜本的充実策の策定を担当省

に求め、国民運動を促進する。 

・ 各府省に過去（１年及び５年間）の研究開発投資成果を、期待された

効果が得られなかった事例の分析も含めて、国民に向けて分かりやす

くとりまとめさせ、次年度概算要求の際に提出を求め、公表する。こ

れにより政府研究開発投資の国民への説明責任を果たすとともに、今

後の政策に反映させる。 

 

 

総合科学技術会議においては、上記重点事項以外であっても、必要に応じ

て適宜適切に重要施策に取り組む。 


